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40 　JACAR: B09042213000（第47～ 49画像目），本邦漁業関係雑件/南洋漁業関係（印度洋並豪州
沿岸ヲ含ム）第二巻（B-E-4-9-0-7-7_002）（外務省外交史料館）。



























































































































































































































































































南方漁場開拓者原耕のアンボンにおける漁業基地建設計画（昭和 2 年〜 8 年）34
おわりに
　本稿では，原の蘭印アンボンにおける漁業基地建設計画と，その計画を巡る
蘭印側と原の交渉過程，そして外務省，在蘭印領事館，拓務省，農林省の原の
事業に対する見解について焦点をあてた。
　第一節では，第１回南洋漁業調査後に発行された小冊子の内容や，帝国議会
における法案提出及び本会議での演説に依拠して，原の南洋漁業に対する見解
に焦点をあてた。第１回調査後は，現地に根拠地を設置するというより，日本
から漁船を派遣することを考えていたため，遠洋漁業奨励金の増額，フィリピ
ンや蘭印における入国税に対する日本政府による補助が提案されていたこと
について言及した。
　第２節では，昭和４年の第２回南洋漁業調査の概要について述べると共に，
衆議院議員選挙落選以降の第2.5回南洋調査とでもいうべきバタヴィアやアン
ボンにおける蘭印側との交渉について，主に３つの問題に焦点を当てた。第一
に土地賃借，第二に漁業権，第三に日蘭合弁会社設立である。このなかでも原
が一番力をいれたのが，カツオ漁に必要な餌魚漁の漁業権獲得であったが，結
局漁業権を獲得することはできなかった。ここでは外務省外交史料館の資料に
依拠したが，バタヴィア総領事の三宅の電信等を見る限り，現地の領事館は蘭
印側との衝突を起こさないように極めて慎重だったことも明らかにした。
　第３節では，第３回南洋漁業調査を中心に取り上げた。漁業権も獲得できず，
日蘭合弁会社設立も失敗に終わったために，原の当初の事業計画は縮小を余儀
なくされたが，原は拓務省，農林省からの助成金を獲得して事業を展開したこ
とにも言及した。日本において原が政界，官界，実業界に対して資金集めして
いた事実にも触れ，その陳情相手が当時の総理大臣であった斎藤実にまで及ん
だことについても紹介した。
追記：本論文は，鹿児島県立短期大学地域研究所の個人研究プロジェクト「原
耕と枕崎のカツオ漁について」による研究成果の一部である。
